
 

令和７年度事業報告 

自 令和 ７年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

 

徳島法人会は、県下６法人会の先導的役割を担うなかで、公益目的事業を柱とした事業を展開し 

ております。 

「法人会は税のオピニオンリーダーとして企業の発展を支援し、地域の振興に寄与し、国と社会の

繁栄に貢献する経営者の団体である」という理念に則り、全国法人会総連合、徳島県法人会連合会

と一体となり、納税意識の高揚、税知識の普及を始めとする社会貢献活動や会員への支援事業を積

極的に行っております。本会では、公益法人の使命を踏まえ、会員、非会員を問わず公益目的事業

に軸足を置き、地域企業・地域社会への貢献と健全な発展に資する活動に力を入れて取り組みまし

た。 

 

 

１．税知識の普及と納税意識の高揚を目的とする事業（公益事業） 

 

１）新設法人説明会 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

１１．２５ 阿波観光ホテル 徳島税務署担当官 １０名 

 

２）決算研修会 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

  ６． ３ あわぎんホール 徳島税務署担当官 １２名 

  ９． ４ あわぎんホール 徳島税務署担当官 １５名 

１２． ４ あわぎんホール 徳島税務署担当官 １３名 

  ２．１７ あわぎんホール 徳島税務署担当官 ２６名 

 

３）源泉所得税講座 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

６． ４ あわぎんホール 徳島税務署担当官 １５４名 

 

４）年末調整説明会 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

１１．１３(午前) あわぎんホール 徳島税務署担当官 １４３名 

１１．１３(午後) あわぎんホール 徳島税務署担当官 １７５名 

 

５）青年部会・女性部会税務研修会 

青年部会 

開催日 研修名 会 場 講 師 出席者数 

４．１６ 会員交流会議 

研修会 

阿波観光  

ホテル 

「査察調査制度について」 

徳島税務署 法人課税第一部門統括官 岡田 記幸 氏 

３４名 

 

 



 

女性部会 

開催日 研修名 会 場 講 師 出席者数 

５． ８ 会員交流会議 

研修会 

ザ・グランド

パレス 

「印紙税の概要と取り巻く環境について」 

徳島税務署 法人課税第一部門上席国税統括官 

 山下 貴志 氏 

５８名 

３． ４ 研修会 パークウエス

トン 

「会社の決算・申告の実務について」           

徳島税務署 法人課税第一部門統括官  

加藤 進一 氏 

４４名 

 

６）ブロック研修交流会 [税務研修、及び一般研修(地域企業の健全な発展に資する事業)] 

開催日 ブロック 支部 会 場 講 師 出席者数 

１０．２２ 

 

南方Ⅰ 新町·西富田 

徳島南 

阿波観光ホ

テル 

「中小企業者向けの税制優遇措置について」 

徳島税務署 審理専門官 大野 浩久 氏 

「最近の金融経済情勢と徳島経済の現状」 

日本銀行 徳島事務所 

所長 中原 伸 氏 

３２名 

１０．２９ 

 

西方Ⅰ 佐古·加茂 

加茂名·不動 

ホテルサンシ

ャイン徳島 

アネックス 

「中小企業者向けの税制優遇措置について」 

徳島税務署 審理専門官 大野 浩久 氏 

「TDB 企業情報から見る経済情勢」 

株式会社帝国ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ徳島支店  

支店長 八木 勇世 氏 

２６名 

１１． ４ 

 

北方 

 

内町･渭北 

川内･応神 

 

 

パークウエ

ストン 

「中小企業者向けの税制優遇措置について」 

徳島税務署 審理専門官 大野 浩久 氏 

「本物の長期投資でいこう」 

徳島合同証券株式会社  

代表取締役社長 泊 健一 氏 

４４名 

１１．１０ 西方Ⅱ 

 

国府 

石井 

 

ふじや 

総本店 

「中小企業者向けの税制優遇措置について」 

徳島税務署 審理専門官 大野 浩久 氏 

「読解力から始まる基礎力の大切さ～県内事

業所の実情から～」 

(一社)徳島新聞社デジタル販売部兼読者 NIE

推進室部次長 寺西 武士 氏 

１６名 

 

１１．１８ 東方 渭東·沖洲 

昭和·津田 

東富田 

 

 

伊月笹乃庄 「中小企業者向けの税制優遇措置について」 

徳島税務署 審理専門官 大野 浩久 氏 

「一般社団法人を活用した相続・事業承継対

策」 

司法書士法人小笠原合同事務所 

代表社員 小笠原 哲二 氏 

４２名 

１１．２７ 南方Ⅱ 小松島 みどり 「中小企業者向けの税制優遇措置について」 

徳島税務署 審理専門官 大野 浩久 氏 

「読解力から始まる基礎力の大切さ～県内事

業所の実情から～」 

(一社)徳島新聞社デジタル販売部兼読者 NIE

推進室部次長 寺西 武士 氏 

１６名 



 

１２． １ 西方Ⅲ 神山 

佐那河内 

神山温泉 「中小企業者向けの税制優遇措置について」 

徳島税務署 審理専門官 大野 浩久 氏 

「徳島経済研究所の調査から見る神山のすが

た」 

徳島経済研究所 専務理事 里 正彦 氏 

研究員 近藤 有紀 氏 

１６名 

１２． ９ 南方Ⅲ 勝浦·上勝 月ヶ谷温泉 「中小企業者向けの税制優遇措置について」 

徳島税務署 審理専門官 大野 浩久 氏 

「読解力から始まる基礎力の大切さ～県内事

業所の実情から～」 

(一社)徳島新聞社デジタル販売部兼読者 NIE

推進室部次長 寺西 武士 氏 

１２名 

 

７）税金何でも相談会 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

１１．１３ あわぎんホール 四国税理士会 瀧川 聡司 税理士  ３名 

 

８）「税を考える週間」広報活動 

１１月１４日（金）～１６日（日）スーパーセンターマルナカ徳島店において公益社団法人徳

島法人会の広報活動を実施。税の啓発用ポスターや小冊子、広報紙等 PR 品を掲示・配布し、

税に関する情宣と意識啓発を行った。 

 

９）ｅ－Ｔａｘの利用推進についての情宣活動 

研修会・ホームページ・広報紙を通じて、利用促進を呼びかけた。 

令和７年度 e-Tax 利用状況           （令和８年１月３１日現在） 

徳島法人会 役員企業数及び会員企業数 e-Tax 利用企業数（％） 

役   員 ４７社 ４７社（100.0％） 

青年部会員 ５３社 ５０社（ 94.3％） 

女性部会員 ５９社 ５６社（ 94.9％） 

 

１０）広報紙並びにホームページによる税情報の発信 

広報紙「とくしま法人ニュース」（年２回発行２・９月） 

徳島税務署提供の国税に関する情報、税制改正事項、確定申告情報、e-Tax 等の掲載を積極

的に行うと共に、徳島税務署・県庁へ各２０部、徳島市役所へ１０部配付し、広く一般に税

に関する情報を提供した。 

ホームページ 

研修会、講演会、セミナーの参加者を広く一般に募集した。 

また当会の情報公開と広報情宣活動を強化、国税庁・公益財団法人全国法人会総連合・関係 

団体へのリンクによる適宜必要な税に関する情報を提供し、税についての理解と意識啓発を 

促した。 

 

１１）マイナンバー制度についての情宣活動 

税務研修会・広報紙等にてマイナンバーカードの利便性を周知し利用促進を呼び掛けた。 

 



 

１２）親子タックスセミナー 

（共催）徳島地区租税教育推進協議会 

８月２３日（土） 徳島県教育会館 参加者 小学６年生とその保護者１６組３４名 

「税」の意義や役割について正しい理解を得ると同時に、「税」について考え、親しんでもら

うことを目的に、午前は青年部会長 杣友智也氏による「租税教室」「税金クイズ大会」を実

施、午後より「あすたむらんど徳島」を見学した。 

１３）租税教室 

開催日 学校名 青年部会・女性部会講師 児童数 

５． ７ 国府小学校 湯村副部会長 １２０名 

５． ９ 応神小学校 笹本部会員  ２８名 

５．１２ 佐古小学校 伊勢部会員 ９７名 

５．１９ 加茂名小学校 伊勢部会員 ６９名 

５．２３ 上八万小学校 笹本部会員 ５８名 

５．２７ 入田小学校 酒牧女性部会副部会長    ７名 

５．２８ 昭和小学校 
石津顧問 

笹本部会員 
   ７３名 

５．２９ 城東小学校 石津顧問  ４１名 

５．３０ 助任小学校 
湯村副部会長 

石津顧問 
１４０名 

５．３０ 論田小学校 
岡本専務理事 

横田事務局長 
  ５６名 

６． ２ 千代小学校 酒牧女性部会副部会長  １２名 

６． ３ 川内北小学校 田村相談役   ９６名 

６． ４ 大松小学校 石津顧問   ６７名 

６． ５ 徳島文理小学校 湯村副部会長 ４８名 

６． ９ 一宮小学校 美馬女性部会幹事   ６名 

６．１０ 南小松島小学校 田村相談役   ５７名 

６．１１ 櫛渕小学校 藤村女性部会顧問   ６名 

６．１７ 沖洲小学校 
杣友部会長 

湯村副部会長 
 ７９名 

６．１８ 千松小学校 杣友部会長 １５２名 

６．２０ 渋野小学校 湯村副部会長 ４２名 

６．２３ 加茂名南小学校 湯村副部会長 ９２名 

６．２４ 不動小学校 湯村副部会長 ７名 

６．２７ 八万小学校 
杣友部会長 

宮崎幹事 
  １０８名 

７． ３ 宮井小学校 美馬女性部会幹事 ９名 

７．１４ 高川原小学校 
杣友部会長 

田村相談役 
５０名 

７．１７ 鳴門教育大学附属小学校 
杣友部会長 

大寺顧問 
９５名 

９．１１ 北小松島小学校 湯村副部会長    １７名 

                   〈令和７年度租税教室 ２７小学校 ４７回 １，６３２名〉 

 



 

１４）小学生の税に関する作文コンクール 

（共催）徳島県  （後援）徳島地区租税教育推進協議会・（一社）徳島県法人会連合会 

租税教育の一環として、作文を通じ児童に税の意義や役割を正しく理解してもらうために実施。 

徳島税務署管内の小学校５５校へ応募依頼を行い、３０校から３４６編の応募があり、入選作

品は「税の作品展」（徳島税務署との共催）にて展示を行った。特選者については１２月に学校

を訪問し表彰を行い、副賞を贈呈した。また税の絵はがき入賞作品と共に３月「小学生の税に

関する作品集」を８４５部刊行し、入賞者、各小学校、官公庁等に配付した。 

 

１５）税に関する絵はがきコンクール 

（後援）国税庁・（一社）徳島県法人会連合会 

租税教育活動の一環として小学生の税への関心を高めるため平成２４年度より実施。 

徳島税務署管内の小学校５５校へ応募依頼を行い、１４校から１３７名の応募があった。 

会長賞、税務署長賞、女性部会長賞、青年部会長賞、入選作を選定し、「税の作品展」（徳島税

務署との共催）にて展示を行った。入賞者には１２月に表彰状と記念品を贈呈した。 

 

 

２．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業（公益事業） 

 

１）令和８年度税制改正要望書の提出 

１０月１６日(木）法人会全国大会(高知大会)にて「令和８度税制改正に関する提言」の要旨が

発表され、(公財)全国法人会総連合より１０月３日(金) 日本経済新聞(朝刊・全国版)に提言内

容の概要を盛り込んだ意見広告(全面)が掲載された。これを受けて本会では１１月１０日（月）

徳島市長、徳島市議会事務局長へ税制改正要望の趣旨を説明し、当会の取り組みに協力を要請

した。 

 

２）徳島税務署と青年・女性部会等定期協議会 

１２月２日（火）ザ・グランドパレス 出席者３１名 

徳島税務署幹部と青年経営者・女性経営者による租税教育、税制改正等についての意見交換会

を行った。徳島税務署から「税を考える週間について」、「租税教室で使用する副教材の紹介に

ついて」、「納税者の利便性の向上等について」の説明が行われ、その後フリーテーマで意見交

換を行った。 

 

３）法人会全国大会「高知大会」 

１０月１６日（木）高知県立県民文化ホール 出席者２名 

「令和８年度税制改正に関する提言」の要旨が発表され、青年部会による租税教育活動の報告

が行われた。「財政健全化に向けて」「社会保障制度に対する基本的考え方」「中小企業の活性化

に資する税制措置」「事業承継税制の拡充」「消費税への対応」等を中心とする「税制改正に関

する提言」の実現を強く求める大会宣言で締めくくられた。 

 

４）法人会全国青年の集い「山梨大会」 

１１月２０日（木）２１日（金）アイメッセ山梨 出席者４名 

全国から１,８００名を超える青年部会員が参加。青年部活動の柱である租税教育活動プレゼ

ンテーション、財政健全化のための健康経営プロジェクトについて一年間の取組みと成果を発

表した。全国の青年部会との連携強化を目的としている。 

 



 

５）法人会全国女性フォーラム「北海道大会」 

９月１８日（木）札幌パークホテル 出席者６名 

全国から女性部会員を中心に約１,７００名が参加。租税教育など税の啓発活動と、特に未来

を担う小学生が税の仕組みや大切さを学ぶ重要な活動である「税に関する絵はがきコンクール」

を更に充実させていくことを確認した。 

 

 

３．地域企業の健全な発展に資する事業（公益事業） 

 

１）パソコンセミナー 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

８． ４ 阿波観光 

ホテル 

午前：「ワード基礎講座」 

午後：「エクセル基礎講座」 

(株)ブレーン 専任講師 岩見 誠 氏 

午前１１名 

午後１４名 

８． ５ 阿波観光 

ホテル 

午前：「ワード基礎講座」 

午後：「エクセル基礎講座」 

(株)ブレーン 専任講師 岩見 誠 氏 

午前１１名 

午後１３名 

 

２）実務（経営・税務・会計等）セミナー、インターネットセミナー 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

４．１６ 阿波観光 

ホテル 

「健康経営の必要性と取り組み方」 

ブレイン綜合社会保険労務士事務所代表 関本 誠 氏 

３４名 

５． ８ ザ・グラン

ドパレス 

「経営者のためのお金の学校」 

寿 FP コンサルティング株式会社代表取締役 高橋 成壽 氏 

５６名 

５．１３ 阿波観光ホ

テル 

「チームワーク研修」 

能力開発システム研究所 代表 木曽 千草 氏 

１５名 

６． ９ パークウエ

ストン 

「知るべき投資と経済の基礎」 

(株)マネネ CEO・経済アナリスト 森永 康平 氏 

７３名 

７． ３ 阿波観光 

ホテル 

「１日でわかる経理入門セミナー」 

有限会社マスエージェント 代表取締役 林 忠史 氏 

４６名 

９．１２ 阿波観光 

ホテル 

「地方経済の今～少子化対策と企業支援から考える地域活性化

策～」 

エコノミスト 崔 真淑 氏 

３３名 

１．２９ パークウエ

ストン 

「世界を舞台に戦うプロゴルファーとして」 

プロゴルファー・ゴルフ解説者 タケ 小山 氏 

４８名 

２． ６ パークウエ

ストン 

「心をのせたコミュニケーションが人生を豊かにする」 

フリーアナウンサー 福澤 朗 氏 

７５名 

 

インターネットセミナー 

広報紙、講演会、研修会等においてセミナーオンデマンドのチラシを配布し、周知を図った。 

＜令和７年度利用件数＞ 

アクセス数１８,３８５件（一般ログイン数１７５件、会員ログイン数２,５５０件） 

 

 



 

４．地域社会への貢献を目的とする事業（公益事業） 
 

１）吉野川清掃ボランティア活動 

開催日 場 所 参加者 

４． ５ 四国三郎橋北岸 

下流運動場 

役員、青年・女性部会 

徳島税務署、協力保険会社等  ２２０名 

※９月６日（土）、１１月１日（土）雨天のため中止 

 

２）健康セミナー 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

３． ４ パークウエ

ストン 

「人生１００年時代～健康・介護・認知症」 

愛知医科大学客員教授 東京通信大学教授 植田 美津恵 氏 

４４名 

 

３）児童養護施設の訪問活動 

女性部会長・専務理事・事務局長の３名が訪問し、タオルや文房具、菓子等の粗品をお渡しし

た。 

・１２月２３日（火）社会福祉法人常楽園（徳島市国府町） 

 

４）地域イベントへ参加 

女性部会において節電対策「いちごプロジェクト」(家庭における使用電力の１５％削減運動） 

・８月１２日（火）女性部会員が、徳島駅前付近にて節電うちわを配布し節電をＰＲした。 

 

５）「経営者の声」アンケート調査システムの送信対象者の拡大 

各会員交流会議にて「新規登録にご協力ください」のチラシを配布、登録を推進した。 

 

５．会員の交流に資するための事業（共益事業） 

 

１）ブロック研修交流会での会員交流会  参加者２０４名 

 

２）研修視察旅行  令和８年２月１９日～２１日  韓国 参加者１１名 

 

３）女性部会研修視察旅行  令和７年１０月７日  宝塚方面 参加者２６名 

 

 

６．会員の福利厚生等に資する事業（共益事業） 

 

１）経営者大型保障制度の普及推進（大同生命保険） 案内・周知 

《経営者大型総合保障制度》 (令和８年３月末日現在) 

法人会員数     加入企業数     加 入 率 

３,５８１社     ５７８社     １６.１％ 

 

２）経営保全プラン（ビジネスガード）の普及推進（ＡＩＧ損害保険） 案内・周知  

《ビジネスガード》     (令和８年３月末日現在) 

法人会員数     加入企業数     加 入 率 

３,５８１社     ８５５社     ２３．９％ 



 

３）がん保険制度・医療保険の普及推進(アフラック生命保険） 案内・周知 

《がん保険 会員加入状況》  (令和８年３月末日現在) 

法人会員数     加入企業数     加 入 率 

３,５８１社     ５３０社     １４．８％ 

 

４）貸倒保証制度（取引信用保険）の推進（三井住友海上火災保険） 案内・周知 

 

 

７．その他本会の目的を達成するために必要な事業（共益事業） 

 

１）会員企業増強運動展開 

徳島法人会会員数（令和７年１２月３１日現在）   ３,５８１ 社 

加入状況  所管法人数 ７,８３８ 社        ４５.７ ％ 

 

 

入 会        １４９ 社 

退 会        １０２ 社 

   （内訳） 休業・廃業 ４７社 

 利用していない・メリットなし ３５社 

 営業不振・経費削減  ３社 

 転出 ５社 

 会費未納による整理  ４社 

 所在不明    ０社 

 その他   ８社 

 

青年部会 部会員数（令和７年１２月３１日）６０名 前年度 増１１ 

女性部会 部会員数（令和７年１２月３１日）６５名 前年度 増 ６ 

 

 

８．その他 

 

１）諸会議等開催 

（１）第１４回通常総会 

・令和７年６月１７日（火）会場：ＪＲホテルクレメント徳島 出席者１,７８１名(委任状含) 

（２）理事会 

・第１回 令和７年 ５月１９日（月） 会場：パークウエストン   出席者４１名 

・第２回 令和 7 年 ６月１７日（火） 会場：ホテルクレメント徳島 出席者３７名 

・第３回 令和７年１０月２２日（水） 会場：パークウエストン   出席者３１名 

・第４回 令和８年 ３月２５日（水） 会場：パークウエストン   出席者３４名 

（３）支部長会 

・令和７年 ９月２４日（水） 会場：阿波観光ホテル        出席者１８名 

（５）委員会 

・総務・組織・厚生合同委員会 

令和７年１０月 ３日（金） 会場：阿波観光ホテル        出席者２４名 



 

・税制委員会 

令和７年 ５月１５日（木） 会場：ザ・グランドパレス      出席者１０名 

・広報委員会 

令和７年 ７月２８日（月） 会場：阿波観光ホテル        出席者 ９名 

・総務・事業研修合同委員会 

令和８年 ３月１９日（木） 会場：ザ・グランドパレス      出席者１０名 

・組織・厚生合同委員会 

令和８年 ３月１９日（木） 会場：ザ・グランドパレス      出席者１８名 

（６）青年部会 

・会員交流会議 

令和７年 ４月１６日（水） 会場：阿波観光ホテル        出席者２０名 

・役員会 

令和７年 ４月１６日（水） 会場：阿波観光ホテル        出席者 ９名 

・全国青年の集い徳島大会 周知会 

令和７年 ８月 １日（金） 会場：阿波観光ホテル        出席者１８名 

・租税教室意見交換会 

令和７年 ９月 ８日（月） 会場：阿波の彩りびざん       出席者１２名 

・報告会 

令和７年１２月１６日（火） 会場：ホテルアストリア       出席者２２名 

（７）女性部会 

・会員交流会議 

令和７年 ５月 ８日（木） 会場：ザ・グランドパレス      出席者３６名 

・役員会 

第１回 令和７年 ５月 ８日（木） 会場：ザ・グランドパレス  出席者 ８名 

第２回 令和７年 ７月２９日（火） 会場：ザ・グランドパレス  出席者 ９名 

第３回 令和７年１０月３０日（木） 会場：ザ・グランドパレス  出席者１０名 

（８）優良申告法人部会（幸優会） 

・会員交流会議 

令和７年 ６月 ９日（月） 会場：パークウエストン       出席者２２名 

・交流会 

令和８年 １月２９日（木） 会場：パークウエストン       出席者２１名 

（９）関係機関等 

（一社）徳島県法人会連合会 

・第１３回通常総会 

令和７年 ６月２４日（火） 会場：パークウエストン       出席者１0 名 

・理事会 

第１回 令和７年 ５月２１日（水） 会場：ザ・グランドパレス  出席者 ３名 

第２回 令和７年 ６月２４日（火） 会場：パークウエストン   出席者 ４名 

第３回 令和７年１０月２８日（火） 会場：パークウエストン   出席者 ３名 

第４回 令和８年 ３月２７日（金） 会場：パークウエストン   出席者 ５名 

 

四国法人会連合会 

・第５３回通常役員総会 

令和７年 ９月２９日（月） 会場：ＪＲホテルクレメント高松   出席者 ４名 

  



 

業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項 

令和 7 年度において、業務の適正を確保するために整備した体制は以下の通り。 
 

1.理事及び職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制の運用状況 

・理事会は、法令・定款及び理事会運営規則に従い、重要事項を決定するとともに、理事
の職務の執行を監督した。 

 

2.理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

・理事の職務の執行は、法令及び定款等に基づいて行われ、その職務執行に係る情報は、
法令等に基づき埋事会議事録に記載され、その記録の保存・管理は、法令等に基づき適切
に保存及び管理している。 

 

3.業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

・内部の統制については，重要な不備がないかを確認している。 
 

なお、これら体制の実施について、監事による監査を受け、いずれも適正である旨、 

代表理事に報告があった。 

 

 また、令和８年５月７日、上記の監査結果や監査方法等について、さくら税理士法人による 

 外部監査を受け、いずれも適正である旨、代表理事に報告があった。 

 

 

 

 

 

 

 

事業報告の附属明細書 

令和７年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４

条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので作

成しない。 

 

 

令和８年５月 

公益社団法人 徳島法人会 


